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健康増進事業 

 

健康増進法（平成 14 年法律第 103 号）（抄） 

（目的）  

第１条 この法律は、我が国における急速な高齢化の進展及び疾病構造の変化に伴い、国

民の健康の増進の重要性が著しく増大していることにかんがみ、国民の健康の増進の総

合的な推進に関し基本的な事項を定めるとともに、国民の栄養の改善その他の国民の健

康の増進を図るための措置を講じ、もって国民保健の向上を図ることを目的とする。 

 

（国民の責務）  

第２条 国民は、健康な生活習慣の重要性に対する関心と理解を深め、生涯にわたって、

自らの健康状態を自覚するとともに、健康の増進に努めなければならない。  

 

（国及び地方公共団体の責務）  

第３条 国及び地方公共団体は、教育活動及び広報活動を通じた健康の増進に関する正し

い知識の普及、健康の増進に関する情報の収集、整理、分析及び提供並びに研究の推進

並びに健康の増進に係る人材の養成及び資質の向上を図るとともに、健康増進事業実施

者その他の関係者に対し、必要な技術的援助を与えることに努めなければならない。  

 

（健康増進事業実施者の責務）  

第４条 健康増進事業実施者は、健康教育、健康相談その他国民の健康の増進のために必

要な事業（以下「健康増進事業」という。）を積極的に推進するよう努めなければなら

ない。 

 

（関係者の協力）  

第５条 国、都道府県、市町村（特別区を含む。以下同じ。）、健康増進事業実施者、医

療機関その他の関係者は、国民の健康の増進の総合的な推進を図るため、相互に連携を

図りながら協力するよう努めなければならない。 

 

（健康診査の実施等に関する指針）  

第９条 厚生労働大臣は、生涯にわたる国民の健康の増進に向けた自主的な努力を促進す

るため、健康診査の実施及びその結果の通知、健康手帳（自らの健康管理のために必要

な事項を記載する手帳をいう。）の交付その他の措置に関し、健康増進事業実施者に対

する健康診査の実施等に関する指針（以下「健康診査等指針」という。）を定めるもの

とする。 
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２ 厚生労働大臣は、健康診査等指針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あら

かじめ、総務大臣、財務大臣及び文部科学大臣に協議するものとする。 

３ 厚生労働大臣は、健康診査等指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、こ

れを公表するものとする。 

 

（市町村による生活習慣相談等の実施）  

第 17 条 市町村は、住民の健康の増進を図るため、医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助

産師、看護師、准看護師、管理栄養士、栄養士、歯科衛生士その他の職員に、栄養の改

善その他の生活習慣の改善に関する事項につき住民からの相談に応じさせ、及び必要な

栄養指導その他の保健指導を行わせ、並びにこれらに付随する業務を行わせるものとす

る。  

２ 市町村は、前項に規定する業務の一部について、健康保険法第 63 条第３項各号に掲げ

る病院又は診療所その他適当と認められるものに対し、その実施を委託することができ

る。 

 

（都道府県による専門的な栄養指導その他の保健指導の実施）  

第 18 条 都道府県、保健所を設置する市及び特別区は、次に掲げる業務を行うものとする。  

一 住民の健康の増進を図るために必要な栄養指導その他の保健指導のうち、特に専門

的な知識及び技術を必要とするものを行うこと。  

二 特定かつ多数の者に対して継続的に食事を供給する施設に対し、栄養管理の実施に

ついて必要な指導及び助言を行うこと。  

三 前二号の業務に付随する業務を行うこと。  

２ 都道府県は、前条第一項の規定により市町村が行う業務の実施に関し、市町村相互間

の連絡調整を行い、及び市町村の求めに応じ、その設置する保健所による技術的事項に

ついての協力その他当該市町村に対する必要な援助を行うものとする。  

 

（市町村による健康増進事業の実施）  

第 19 条の２ 市町村は、第 17条第１項に規定する業務に係る事業以外の健康増進事業で

あって厚生労働省令で定めるものの実施に努めるものとする。 

 

 

健康増進法施行規則（平成 15年厚生労働省令第 86 号）（抄） 

（市町村による健康増進事業の実施）  

第４条の２ 法第 19条の２の厚生労働省令で定める事業は、次の各号に掲げるものとする。  

一 歯周疾患検診  

二 骨粗鬆症検診  
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三 肝炎ウイルス検診  

四 40 歳以上 74 歳以下の者であって高齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57 年法律

第 80号）第 20条の特定健康診査の対象とならない者（特定健康診査及び特定保健指

導の実施に関する基準第１条第１項の規定に基づき厚生労働大臣が定める者（平成 20

年厚生労働省告示第３号）に規定する者を除く。次号において「特定健康診査非対象

者」という。）及び 75歳以上の者であって同法第 51 条第１号又は第２号に規定する

者に対する健康診査  

五 特定健康診査非対象者に対する保健指導  

六 がん検診  
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健康増進事業実施者に対する健康診査の実施等に関する指針(平成 16年厚生労働省告示第

242 号) 

健康増進法(平成 14年法律第 103 号)第９条第１項の規定に基づき、健康増進事業実施者

に対する健康診査の実施等に関する指針を次のように定めたので、同法第９条第３項の規

定に基づき公表する。 

   健康増進事業実施者に対する健康診査の実施等に関する指針 

第一 基本的な考え方 

健康診査は、疾病を早期に発見し、早期治療につなげること、健康診査の結果を踏ま

えた栄養指導その他の保健指導(運動指導等生活習慣の改善のための指導を含む。以下同

じ。)等を行うことにより、疾病の発症及び重症化の予防並びに生涯にわたる健康の増進

に向けた自主的な努力を促進する観点から実施するものである。 

現在、健康診査、その結果を踏まえた栄養指導その他の保健指導等は、健康増進法第

六条に掲げる各法律に基づいた制度において各健康増進事業実施者により行われている

が、次のような現状にある。 

１ 制度間で健康診査における検査項目、検査方法等が異なる場合がある。 

２ 精度管理が適切に行われていないため、検査結果の比較が困難である。 

３ 健康診査の結果が、受診者に対する栄養指導その他の保健指導、必要な者に対す

る再検査、精密検査及び治療のための受診並びに健康の自己管理に必ずしもつなが

っていない。 

４ 健康診査の結果を踏まえた集団に対する健康課題の明確化及びそれに基づく栄養

指導その他の保健指導が十分でない。 

５ 健康診査の結果等(栄養指導その他の保健指導の内容を含む。以下同じ。)が各健

康増進事業実施者間で継続されず、有効に活用されていない。 

６ 健康診査の結果等に関する個人情報の保護について必ずしも十分でない。 

また、このような状況の中、平成十七年四月に、メタボリックシンドロームの我が国

における定義及び診断基準が日本動脈硬化学会、日本糖尿病学会、日本高血圧学会、日

本肥満学会、日本循環器学会、日本腎臓病学会、日本血栓止血学会及び日本内科学会か

ら構成されるメタボリックシンドローム診断基準検討委員会において策定された。この

定義及び診断基準においては、内臓脂肪の蓄積に着目し、健康診査の結果を踏まえた効

果的な栄養指導その他の保健指導を行うことにより、過栄養により生じる複数の病態を

効率良く予防し、心血管疾患等の発症予防に繋げることが大きな目標とされた。 

このため、この指針においては、各健康増進事業実施者により適切な健康増進事業が

実施されるよう、健康診査の実施、健康診査の結果の通知、その結果を踏まえた栄養指

導その他の保健指導の実施等、健康手帳等による健康診査の結果等に関する情報の継続

の在り方及び個人情報の取扱いについて、各制度に共通する基本的な事項を定めること

とする。 
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各健康増進事業実施者は、健康診査の実施等に当たり、個人情報の保護等について最

大限に配慮するとともに、以下に定める事項を基本的な方向として、国民の健康増進に

向けた自主的な取組を進めるよう努めるものとする。 

なお、この指針は、必要に応じ、適宜見直すものとする。 

 

第二 健康診査の実施に関する事項 

一 健康診査の在り方 

１ 健康増進事業実施者は、健康診査の対象者に対して、その目的、意義及び実施内

容について十分な周知を図り、加齢による心身の特性の変化などライフステージや

性差に応じた健康診査の実施等により対象者が自らの健康状態を把握し、もって生

涯にわたる健康の増進に資するように努め、未受診者に対して受診を促すよう特に

配慮すること。例えば、壮年期においては、内臓脂肪の蓄積を共通の要因として、

糖代謝異常、脂質代謝異常、高血圧の状態が重複した場合に、心血管疾患等の発症

可能性が高まることから、これらの発症及び重症化の予防に資するものとすること。

また、その際は、身長、体重及び腹囲の検査、血圧の測定、高比重リポ蛋白コレス

テロール(HDL コレステロール)及び血清トリグリセライドの量の検査並びに血糖検

査を健康診査における検査項目に含むものとすること。 

２ 健康増進事業実施者は、生涯にわたる健康の増進の観点等から、健康診査の実施

について、加齢による心身の特性の変化などライフステージや性差に応じた健康課

題に対して配慮しつつ、他の制度で健康診査が実施された場合の対応等、各制度間

及び制度内の整合性を取るために必要な相互の連携を図ること。 

３ 健康増進事業実施者は、関係法令を踏まえ、健康診査における検査項目及び検査

方法に関し、科学的知見の蓄積等を踏まえて、必要な見直しを行うこと。 

４ 健康増進事業実施者は、各制度の目的を踏まえつつ、健康診査における検査項目

及び検査方法を設定又は見直す場合、加齢による心身の特性の変化などライフステ

ージや性差に応じた健康課題に対して配慮するとともに、科学的知見の蓄積等を踏

まえて、疾病の予防及び発見に係る有効性等について検討すること。 

５ 健康増進事業実施者は、健康診査の検査項目について受診者にあらかじめ周知す

るとともに、法令上の実施義務が課されている検査項目を除き、受診者が希望しな

い検査項目がある場合、その意思を尊重すること。また、法令上の実施義務が課さ

れている検査項目を除き、特に個人情報の保護等について最大限に配慮することが

望ましい検査項目があるときには、あらかじめ当該検査項目の実施等につき受診者

の同意を得ること。 

 二 健康診査の精度管理 

１ 健康増進事業実施者は、健康診査の精度管理(健康診査の精度を適正に保つことを

いう。以下同じ。)が生涯にわたる個人の健康管理の基盤として重要であることにか
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んがみ、健康診査における検査結果の正確性を確保するとともに、検査を実施する

者や精度管理を実施する者が異なる場合においても、受診者が検査結果を正確に比

較できるようにすること。また、必要のない再検査及び精密検査を減らす等必要な

措置を講じることにより健康診査の質の向上を図ること。 

２ 健康増進事業実施者は、健康診査を実施する際には、この指針に定める内部精度

管理(健康診査を行う者が自身で行う精度管理をいう。以下同じ。)及び外部精度管

理(健康診査を行う者以外の者が行う精度管理をいう。以下同じ。)を適切に実施す

るよう努めること。また、当該精度管理の実施状況を当該健康増進事業の対象者に

周知するよう努めること。 

３ 健康増進事業実施者は、健康診査の実施に関する内部精度管理として、標準物質

が存在する健診項目については当該健診項目に係る標準物質を用いるとともに、次

に掲げる事項を考慮した規程を作成する等適切な措置を講じるよう努めること。 

(一) 健康診査の実施の管理者の配置等管理体制に関する事項 

(二) 健康診査の実施の手順に関する事項 

(三) 健康診査の安全性の確保に関する事項 

(四) 検査方法、検査結果の基準値、判定基準等検査結果の取扱いに関する事項 

(五) 検体の採取条件、検体の保存条件、検体の提出条件等検査の実施に関する事

項 

(六) 検査用機械器具、試薬、標準物質等の管理について記録すること及びその記

録を保存することに関する事項 

(七) 検査結果の保存及び管理に関する事項 

４ 健康増進事業実施者は、検査値の精度等が保証されたものとなるよう健康診査に

関する外部精度管理として、全国規模で実施される外部精度管理調査を定期的に受

けること、複数の異なる外部精度管理調査を受けること等により、自ら実施する健

康診査について必要な外部精度管理の実施に努めること。 

５ 健康増進事業実施者は、健康診査の実施の全部又は一部を委託する場合は、委託

先に対して前二号に規定する内部精度管理及び外部精度管理を適切に実施するよう

要請するとともに、当該内部精度管理及び外部精度管理を適切に実施しているかに

ついての報告を求める等健康診査の実施につき委託先に対して適切な管理を行うこ

と。 

６ 健康増進事業実施者は、研修の実施等により健康診査を実施する者の知識及び技

能の向上を図るよう努めること。 

 

第三 健康診査の結果の通知及び結果を踏まえた栄養指導その他の保健指導に関する事項 

１ 健康増進事業実施者は、健康診査の実施後できる限り速やかに受診者に健康診査

の結果を通知すること。 
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２ 健康増進事業実施者は、健康診査の結果を本人に通知することにとどまらず、そ

の結果に基づき、必要な者には、再検査、精密検査及び治療のための受診の勧奨を

行うとともに、疾病の発症及び重症化の予防又は生活習慣の改善のために栄養指導

その他の保健指導を実施すること。栄養指導その他の保健指導の内容には、食生活、

運動、休養、飲酒、喫煙、歯の健康の保持その他の生活習慣の改善を含む健康増進

に関する事項、疾病を理解するための情報の提供を含むこと。 

３ 健康増進事業実施者は、栄養指導その他の保健指導の実施に当たっては、健康診

査の結果(過去のものを含む)、健康診査の受診者の発育・発達の状況、生活状況、

就労状況、生活習慣等を十分に把握し、生活習慣の改善に向けての行動変容の方法

を本人が選択できるよう配慮するとともに、加齢による心身の特性の変化などライ

フステージや性差に応じた内容とすること。例えば、壮年期においては、内臓脂肪

の蓄積を共通の要因として、糖代謝異常、脂質代謝異常、高血圧の状態が重複した

場合に、心血管疾患等の発症可能性が高まることから、これらの発症及び重症化の

予防の効果を高めるため、栄養指導その他の保健指導は、健康診査の結果から対象

者本人が身体状況を理解し、生活習慣の改善の必要性を認識し、行動目標を自らが

設定し実行できるよう、個人の行動変容を促すものとすること。また、栄養指導そ

の他の保健指導は、個人又は集団を対象として行う方法があり、それぞれの特性を

踏まえ、適切に組み合わせて実施すること。個人に対して、栄養指導その他の保健

指導を行う際は、その内容の記録を本人へ提供するよう努めること。また、健康診

査の受診者の勤務形態に配慮した上で栄養指導その他の保健指導の時間を確保する

等栄養指導その他の保健指導を受けやすい環境づくりに配慮すること。 

４ 健康増進事業実施者は、健康診査の結果を通知する際に適切な栄養指導その他の

保健指導ができるように、その実施体制の整備を図ること。さらに受診者の求めに

応じ、検査項目に関する情報、健康診査の結果、専門的知識に基づく助言その他の

健康の増進に向けて必要な情報について提供又は受診者の相談に応じることができ

るように必要な措置を講じること。 

５ 健康増進事業実施者は、栄養指導その他の保健指導に従事する者に対する研修の

実施、栄養指導その他の保健指導の評価に努めること等により栄養指導その他の保

健指導の質の向上を図ること。 

６ 健康増進事業実施者は、栄養指導その他の保健指導の実施の全部又は一部を委託

する場合は、委託先が栄養指導その他の保健指導を適切に行っているかについて、

報告を求める等委託先に対して適切な管理を行うこと。 

７ 地方公共団体、健康増進事業実施者、医療機関その他の関係者は、健康診査の結

果の通知等の実施に関し、健康づくり対策、介護予防及び産業保健等の各分野にお

ける対策並びに医療保険の保険者が実施する対策を講じるために、相互の連携(以下

「地域・職域の連携」という。)を図ること。 
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地域・職域の連携の推進に当たり、健康診査の結果等に関する情報(以下「健診結

果等情報」という。)の継続、栄養指導その他の保健指導の実施の委託先に関する情

報の共有など健康診査の実施、栄養指導その他の保健指導の実施等に係る資源の有

効活用、自助努力では充実した健康増進事業の提供が困難な健康増進事業実施者へ

の支援等の観点から有益であるため、関係機関等から構成される協議会等を設置す

ること。この場合、広域的な観点で地域・職域の連携を推進するため都道府県単位

で関係機関等から構成される協議会等を設置するとともに、より地域の特性を生か

す観点から、地域単位(保健所の所管区域等)においても関係機関等から構成される

協議会等を設置するよう努めること。なお、関係機関等から構成される協議会等が

既に設置されている場合は、その活用を行うこと。 

協議会等の事業については、参考として次に掲げるものが考えられる。 

(一) 都道府県単位 

イ 情報の交換及び分析 

ロ 都道府県における健康課題の明確化 

ハ 各種事業の共同実施及び連携 

ニ 研修会の共同実施 

ホ 各種施設等の相互活用 

ヘ その他保健事業の推進に必要な事項 

(二) 地域単位 

イ 情報の交換及び分析 

ロ 地域における健康課題の明確化 

ハ 保健事業の共同実施及び相互活用 

ニ 健康教育等への講師派遣 

ホ 個別の事例での連携 

ヘ その他保健事業の推進に必要な事項 

 

第四 健康手帳等による健康診査の結果等に関する情報の継続の在り方に関する事項 

１ 健康増進事業実施者においては、健診結果等情報を継続させていくことが受診者

の健康の自己管理に役立ち、疾病の発症及び重症化の予防の観点から重要であり、

生涯にわたる健康の増進に重要な役割を果たすことを認識し、健康増進事業の実施

に当たっては、個人情報の保護に関する法律(平成十五年法律第五十七号)、行政機

関の保有する個人情報の保護に関する法律(平成十五年法律第五十八号)、独立行政

法人等の保有する個人情報の保護に関する法律(平成十五年法律第五十九号)、地方

公共団体において個人情報の保護に関する法律第十一条第一項の趣旨を踏まえて制

定される条例等(以下「個人情報保護法令」という。)を遵守しつつ、健診結果等情

報を継続させるために必要な措置を講じることが望ましいこと。例えば、健康増進
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法第六条に掲げる各法律に基づいた制度間において、法令上、健康診査の結果の写

しの提供が予定されている場合には、健康診査の結果を標準的な電磁的記録の形式

により提供するよう努めること、又は、健康診査の実施の全部又は一部を委託する

場合には、委託先に対して標準的な電磁的記録の形式による健康診査の結果の提出

を要請するよう努めること。 

２ 生涯にわたり継続されていくことが望ましい健診結果等情報は、健康診査の結果、

栄養指導その他の保健指導の内容、既往歴(アレルギー歴を含む)、主要な服薬歴、

予防接種の種類、接種時期等の記録、輸血歴等であること。 

３ 健診結果等情報の継続は、健康手帳等を活用することにより、健康の自己管理の

観点から本人が主体となって行うことを原則とすること。この場合、将来的には統

一された生涯にわたる健康手帳の交付等により、健診結果等情報を継続することが

望まれること。一方、各制度の下で交付されている既存の健康手帳等はその目的、

記載項目等が異なり、また、健康手帳等に本人以外の個人情報が含まれる場合等が

あるなど、既存の健康手帳等を統一し生涯にわたる健康手帳等とする場合に留意し

なければならない事項があることから、まずは健康増進事業実施者が各制度の下に

おいて既に交付し又は今後交付する健康手帳等を活用することにより、健診結果等

情報の継続を図っていくこととすること。 

４ 生涯にわたり健診結果等情報を継続させるための健康手帳等は、ライフステージ

及び性差に応じた健康課題に対して配慮しつつ、その内容として、健康診査の結果

の記録に係る項目、生活習慣に関する記録に係る項目、健康の増進に向けた自主的

な取組に係る項目、受診した医療機関等の記録に係る項目、健康の増進に向けて必

要な情報及び知識に係る項目等が含まれることが望ましいこと。また、その様式等

としては、記載が容易であること、保管性及び携帯性に優れていること等について

工夫されたものであることが望ましいこと。 

５ 健康増進事業実施者は、健診結果等情報の継続のため、次に掲げる事項を実施す

るよう努めること。 

(一) 健診結果等情報を継続して健康管理に役立たせていくように本人に働きかけ

ること。 

(二) 職場、住所等を異動する際において、本人が希望する場合には、異動元の健

康増進事業実施者が一定期間保存及び管理している健康診査の結果を本人に提供

するとともに異動先の健康増進事業実施者に同情報を提供するように本人に対し

勧奨し、又は、個人情報保護法令により必要な場合には本人の同意を得た上で、

異動先の健康増進事業実施者に健診結果等情報を直接提供する等健診結果等情報

を継続するために必要な工夫を図ること。 
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第五 健康診査の結果等に関する個人情報の取扱いに関する事項 

１ 健康増進事業実施者は、健康診査の結果等に関する個人情報について適正な取扱

いの厳格な実施を確保することが必要であることを認識し、個人情報保護法令を遵

守すること。 

２ 取り扱う個人情報の量等により個人情報保護法令の規制対象となっていない健康

増進事業実施者においても、健康診査の結果等に関する個人情報については特に厳

格に取扱われるべき性質のものであることから、個人情報保護法令の目的に沿うよ

う努めること。 

３ 健康増進事業実施者は、その取り扱う個人情報の漏えい、滅失又はき損の防止そ

の他の個人情報の安全管理のために必要かつ適切な措置として、守秘義務規程の整

備、個人情報の保護及び管理を行う責任者の設置、従業者への教育研修の実施、苦

情受付窓口の設置、不正な情報入手の防止等の措置を講じるよう努めること。 

４ 健康増進事業実施者は、個人情報の取扱いの全部又は一部を委託する場合は、そ

の取扱いを委託された個人情報の安全管理が図られるよう、委託を受けた者に対す

る必要かつ適切な監督として、委託契約の内容に記載する等により、委託を受けた

者に前号に規定する措置を講じさせること。 

５ 健康増進事業実施者は、前号までに掲げた内容を含む個人情報の取扱いに係る方

針を策定、公表及び実施し、必要に応じ見直し及び改善を行っていくよう努めるこ

と。 

６ 健康増進事業実施者が、個人情報保護法令に従いその取扱う個人情報を公衆衛生

の向上を目的として行う疫学研究のために研究者等に提供する場合、あらかじめ当

該研究者等に対して、関係する指針を遵守する等適切な対応をすることを確認する

こと。 

 

第六 施行期日 

この指針は、健康増進法第九条の施行の日から施行するものとする。 

(施行の日＝平成 16年８月１日) 
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健康増進法第 17 条第 1項及び第 19条の 2に基づく健康増進事業について（平成 20 年 3 月

31 日健発第 0331026 号厚生労働省健康局長通知） 別添「健康増進事業実施要領」（抄） 

 

第１ 共通的事項 

１ 基本的事項 

 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、健康増進事業（健康増進法（平成 14 年法律

第 103１）第 17 条第１項及び第 19条の２に基づき市町村が行う事業であって、本通知に

基づき実施するものをいう。以下同じ。）の実施に当たっては、本通知を基に、市町村の

人口規模、年齢構成、地理的状況、住民の健康及び疾病の状況、健康増進事業の実施に

必要な要員、施設の状況、財政事情等に配慮し、地域住民の多様な需要にきめ細かく対

応するよう留意するものとする。 

また、これらの事業は住民の健康増進に資するものであることから、市町村健康増進

計画等に位置付け、計画的に推進していくことが望ましい。 

 

２ 関係機関との連携 

 市町村は、健康増進事業の企画及び運営に関し、保健所、福祉事務所その他の関係行

政機関、医師会、歯科医師会、薬剤師会その他の保健医療関係団体、社会福祉協議会そ

の他の福祉関係団体、ボランティアを含む住民の代表等からなる協議会において、これ

らの者の意見を聴き、その協力を得て、健康増進事業相互間、健康増進事業と医療及び

福祉サービス並びに地域と職域の保健サービスの有機的な連携及び調整を積極的に図る

ものとする。 

 

３ 健康増進事業の広報 

市町村は、広報誌、パンフレット、ポスター、インターネット、有線放送等を活用し、

健康増進事業の意義、対象となる者の範囲、各事業の内容、実施期日、実施方法その他

必要な事項について、地域の住民に周知徹底させるよう努め、また、地域住民やボラン

ティア活動等地域社会の協力も得て、住民が積極的に健康増進事業に参加しうる体制づ

くりに努めるとともに、特に都市及びその周辺部においては、対象者の移動状況、住民

の健康意識、医療機関の利用実態等に係る都市部特有の事情に留意するものとする。 

 

４ 健康増進事業の評価 

 市町村は、健康増進事業の実施に当たっては、自ら適宜、適切な評価を行い、その評

価に基づき、事業のより一層の充実・強化を図るものとする。 

 

５ 都道府県の役割 

 都道府県は、都道府県健康増進計画において、管内市町村が実施する健康増進事業に
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対する支援を行うことを明記する。 

 都道府県保健所は、市町村が地域特性等を踏まえて健康増進事業を円滑かつ効果的に

実施できるよう、必要な助言、技術的支援、連絡調整及び健康指標その他の保健医療情

報の収集及び提供を行い、必要に応じ健康増進事業についての評価を行うことが望まし

い。  

 都道府県は、保健・医療・福祉の連携を図るとともに、市町村による健康増進事業と

医療保険者による保健事業との効果的な連携を図るために、地域・職域連携推進協議会

を活性化していくことが望ましい。 

 

６ 保健所設置市及び特別区の役割 

 地域保健法施行令（昭和23年政令第77号）第１条に定める市及び特別区は、１から４

までに掲げる市町村の役割と５に掲げる都道府県の役割を併せ持つことから、その設置

する保健所において、保健医療情報の収集及び提供を行い、必要に応じて健康増進事業

についての評価を行うなど、地域の実情に応じて、その役割分担を工夫することが望ま

しい。 

 

７ 健康増進事業の実施上の留意点 

 健康増進事業の実施に当たっては、健康増進事業実施者に対する健康診査の実施等に

関する指針（平成16年厚生労働省告示第242号）に留意するものとする。 

 

８ 特定健康診査及び特定保健指導等との連携 

 健康増進事業の実施に当たっては、高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律

第80号）に基づく特定健診・保健指導（高齢者の医療の確保に関する法律第18条に定め

る特定健康診査及び特定保健指導をいう。以下同じ。）及び後期高齢者医療広域連合が行

う保健事業等との連携を十分に図り、受診者の利便性に配慮するものとする。 

市町村においては、健康増進事業実施部門と国保部門との連携を十分に図ることが重要

である。 

また、都道府県においては、保険者協議会や地域・職域連携推進協議会等を通じて医療

保険者との連携を強化し、健康増進事業と特定健診・保健指導等との連携が円滑に進む

よう支援することが重要である。 

 

９ 他法による保健事業との関係 

 健康増進事業の実施に当たっては、医療保険各法その他の法令に基づき、当該健康増

進事業に相当する保健事業のサービスを受けた場合又は受けることができる場合は、市

町村における健康増進事業を行う必要はないものとする。 
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第２ 健康増進法第17条第１項に基づく健康増進事業 

１ 種類 

健康増進法第17条第１項に基づく健康増進事業は、次のとおりとする。 

（１）健康手帳の交付 

（２）健康教育 

（３）健康相談 

（４）機能訓練 

（５）訪問指導 

（６）総合的な保健推進事業 

 

２ 健康手帳の交付 

（１）目的 

健康手帳は特定健診・保健指導等の記録、その他健康の保持のために必要な事項を記

載し、自らの健康管理と適切な医療に資することを目的とする。 

（２）対象者 

当該市町村の区域内に居住地を有する40歳以上の者を対象とする。 

特に、次に掲げる者のうち、健康手帳の交付を希望するもの又は市町村が必要と認め

るものに対し交付すること。 

 ① 健康教育、健康相談、機能訓練又は訪問指導を受けた者 

② 高齢者の医療の確保に関する法律第18条に定める特定健康診査、同法第125条に定め

る健康診査又は健康増進法第19条の２に基づく健康増進事業等を受けた者 

（３）様式及び内容 

  ① 健康手帳には、次の事項に係るページを設けることとする。 

ア 特定健診・保健指導の記録 

イ 健康教育、健康相談、機能訓練、訪問指導及び健康増進法第19条の２に基づく

健康増進事業の記録¥ 

ウ 生活習慣病の予防及び健康の保持のための知識 

エ 医療に関する記録等必要と認められる事項 

② ①ア及びイについては、それぞれ別添１及び別添２を標準的な様式例とする。な

お、高齢者の医療の確保に関する法律第125条に基づく健康診査等の記録については

、特定健康診査（高齢者の医療の確保に関する法律第18条に規定する特定健康診査

をいう。以下同じ。）の記録欄等を活用する。 

③ ①のほか、地域の実情に応じて、女性の健康づくりに関する事項など必要な事項

に係るページを設けることができる。 

（４）交付の方法 

 健康手帳の交付は、健康増進事業等の実施方法その他地域の諸事情に応じ、次の事項
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を考慮した適切な方法によるものとする。 

① 交付の対象となる者にとっての便宜が図られた方法であること。 

② 交付の事務を的確に処理できる方法であること。 

（５）記載方法等 

① 健康手帳のページの各欄は、原則として交付を受けた者又はその家族が記載し、必

要に応じて健康増進事業の担当者等が記載する。 

② 健康手帳の記載方法及び活用方法については、交付の際その他適切な機会をとらえ

必要な指導を行う。 

③  医療に関する記録のページについては、保険医療機関等において記載する。 

（６）その他 

① 記載すべき余白がなくなった健康手帳については、交付を受けた者からの申出に基

づき、健康手帳の再交付を行う。 

② 健康手帳を破損し、汚し、又は、紛失したときは、交付を受けた者からの申出に基

づき、健康手帳の再交付を行う。 

③ 各種の情報が記載しやすく、また、分かりやすいものとなるよう各市町村において

自らの創意工夫を生かして作成する。 

④ 健康増進法に基づく健康手帳であることが明らかとなるよう留意する。 

⑤  地域の実情により、老人保健法に基づき作成された従前の健康手帳を有効に活用す

ることとしても差し支えない。 

 

３ 健康教育 （略） 

 

４ 健康相談 （略） 

 

５ 機能訓練 （略） 

 

６ 訪問指導 （略） 

 

７ 総合的な保健推進事業 

（１）目的 

健康増進法第19条の２に基づき市町村が実施する各健診等に追加の項目を実施する

ことで、個々のリスクに着目した対応が適切に行われ、将来の健診の在り方へ資する

ことを目的とする。 

（２）内容 

健康増進法第19条の２に基づき市町村が実施する各健診等の一体的実施及び追加の

健診項目に係る企画・検討。 
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 （３）実施方法 

市町村における国保部門等と連携し、実施委託先や実施時期等を合わせる等を行

い、円滑に事業の同時実施を行えるようにする。 

 （４）評価 

実施者数等について、連携して実施することによる効果等の面から分析し、実施

方法等の改善に努める。 

 

８ 地域支援事業との連携 （略） 

 

第３ 健康増進法第１９条の２に基づく健康増進事業 

１ 総論 

（１）種類 

健康増進法第１９条の２に基づく健康増進事業は、次のとおりとする。 

① 歯周疾患検診 

歯周疾患検診及び歯周疾患検診の結果に基づく指導を行う。 

検診項目は、問診及び歯周組織検査とする。 

② 骨粗鬆症検診 

骨粗鬆症検診及び骨粗鬆症検診の結果に基づく指導を行う。 

検診項目は、問診及び骨量測定とする。 

③ 肝炎ウイルス検診 

肝炎ウイルス検診及び肝炎ウイルス検診の結果に基づく指導を行う。 

  検診項目は、問診、Ｃ型肝炎ウイルス検査及びＨＢｓ抗原検査とする。 

  具体的な実施方法等については、別途定めるところによる。 

④ 健康増進法施行規則第４条の２第４号に定める健康診査 

ア 当該市町村の区域内に居住地を有する健康増進法施行規則第４条の２第４号に規

定する者に対し、生活習慣病予防に着目した健康診査を行う。 

具体的な実施方法等については、特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する

基準（平成19年厚生労働省令第157号）及び高齢者の医療の確保に関する法律第125

条に基づき各後期高齢者医療広域連合が保健事業として行う健康診査に準ずるもの

とする。 

健康診査の実施に当たっては、地域支援事業における生活機能評価との連携を十

分に図り、受診者の利便性に配慮することが望ましい。 

イ 訪問健康診査 

在宅の寝たきり者及びこれに準ずる者に対し、必要に応じ医師及び看護師を派遣

し、健康診査を行う。検査項目等具体的実施方法はアに準ずる。 

ウ 介護家族訪問健康診査 
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家族等の介護を担う者のうち、訪問による健康診査の実施が必要なものに対して、

医師及び看護師を派遣し、健康診査を行う。検査項目等具体的実施方法はアに準ず

る。 

⑤ 健康増進法施行規則第４条の２第５号に定める保健指導 

当該市町村の区域内に居住地を有する健康増進法施行規則第４条の２第５号に規定

する者に対し、生活習慣病予防に着目した保健指導を行う。 

具体的な実施方法等については、特定健康診査及び特定保健指導の実施に関する基

準に準ずるものとする。 

⑥ がん検診 

がん検診及びがん検診の結果に基づく指導等を行う。 

がん検診の具体的な種類及び実施方法等については、別途定めるところによる。 

（２）健康増進法第19条の２に基づく健康増進事業（以下「健康診査等」という。）

の結果に基づき、必要な指導を行う。特に、医療機関での受診が必要な者又は生活習

慣の改善が必要な者に対しては、個別に指導する。なお、より適切な指導のため、日

常診療、人間ドック、献血等の健康増進事業以外の機会に実施された検査等の結果に

ついても活用することが望ましい。 

（３）実施についての基本的事項 

① 目標受診率の設定 

市町村は、現在の受診率等地域の特性を踏まえ、それぞれ独自の目標受診率を設

定し、目標受診率の達成に向けて受診率を向上するよう努める。 

② 実施計画の策定 

ア 健康診査等の実施方法、実施時期、実施場所等の実施計画を作成するに当たっ

ては、地域の医師会、歯科医師会等の理解と協力を得るとともに、保健所、医療

機関、検診団体等関係機関と十分に調整を図る。 

イ 健康診査等の実施方法、実施時期、実施場所については、地域の実情を十分考

慮し、受診しやすい方法、時期、場所を選定する。また、年間を通じて受診でき

る体制の整備をする。 

ウ 健康診査等は、実施体制、精度管理の状況等から判断して適当と認められる実

施機関に委託することができる。 

  ③ 実施方法の創意工夫 

実施計画の作成に当たっては、一定年齢の者全員に対して通知を行い健康診査等

を実施するいわゆる「計画健診」の実施及び利用券（受診券）を提示して医療機関

において健康診査等を受診するいわゆる「利用券方式」による健康診査等の実施方

法に配慮を行う。 

④  周知徹底 

健康診査等の実施に当たっては、広報や個別の通知等により、その意義や実施の
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日時、場所、方法等をあらかじめ十分に地域住民に対し周知徹底する。  

⑤  精度管理及び評価 

健康診査等の実施に当たっては、検診データを時系列的に把握することなどに努

める。また、検査方法、受診率、受診者の年齢分布、初回受診者の割合、判定結果

及び指導区分ごとの割合、事後指導の実施状況等を検討し、健康診査等の精度の向

上及び維持を図る。なお、必要に応じて健康診査等の実施を委託した機関（以下「

受託実施機関」という。）に対して指導を行うとともに、健康診査等の結果及び効率

について評価する。 

⑥ 市町村は、健康診査等が円滑に行われるよう精密検査機関の確保等の体制整備に

努める。 

（４）都道府県の役割 

①  都道府県は、市町村が健康診査等の実施計画を作成するに当たって、健康診査等

の実施状況等に関して市町村間の均衡にも配慮しつつ、関連機関との連携を密にし

て必要な助言及び調整を行う。 

②  都道府県は、市町村が健康診査等を実施するに当たって、必要に応じ職員の派遣

等技術的な援助を行う。 

③  都道府県は、常に疾病等の動向を把握し、市町村の行う健康診査等が適切に行わ

れているかを評価し、必要な指導を行う。 

④  都道府県は、受託実施機関に対し、健康診査等の質の向上及び維持を図るよう指

導する。また、必要に応じ従事者の指導講習を実施する。 

⑤  都道府県は、市町村の健康診査等が円滑に行われるよう、保健所の整備及び精密

検診機関の確保等の体制整備に努める。 

（５）受託実施機関の役割 

①  受託実施機関は、健康診査等の精度を維持・向上するため、検査機器の保守点検

及び整備を行うとともに、血液検査等の標準化に関する管理・点検機構の確立を図

る。 

②  受託実施機関は、従事者の資質の向上に努める。 

③  受託実施機関は、健康診査等の結果を速やかに実施主体に報告する。 

④  受託実施機関は、判定に用いた検体やフィルム等を保存する。 

⑤  受託実施機関は、市町村や都道府県の求めに応じ、健康診査等の質の確保を図る

上で必要な資料の提出等の協力をしなければならない。 

 

２ 歯周疾患検診 

（１）目的 

高齢期における健康を維持し、食べる楽しみを享受できるよう、歯の喪失を予防す

ることを目的とする。 
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（２）対象者 

当該市町村の区域内に居住地を有する４０歳、５０歳、６０歳及び７０歳の者を対

象とする。 

（３）歯周疾患検診の実施 

   ① 検診項目 

   ア 問診 

    歯周疾患に関連する自覚症状の有無等を聴取する。 

   イ 歯周組織検査 

    歯及び歯周組織等口腔内の状況について検査する。 

  ② 実施回数 

    原則として同一人について年１回行う。 

（４）検診結果の判定 

「歯周疾患検診マニュアル」（厚生省）又は「歯周病検診マニュアル２０１５」に基

づき、「異常なし」、「要指導」及び「要精検」に区分する。 

（５）指導区分・受診指導等 

それぞれの指導区分につき、次の内容の指導を行う。 

  ① 「要指導」と区分された者 

問診の結果から、歯みがきの方法等特に改善を必要とする日常生活について指導す

る。 

  ② 「要精検」と区分された者 

   医療機関において精密検査を受診するよう指導する。 

（６）結果の通知 

   検診の結果については、指導区分を付し、受診者に速やかに通知する。 

（７）記録の整備 

検診の記録は、氏名、年齢、住所、検診の結果、指導、歯周疾患検診の指導区分等

を記録する。また、必要に応じ、治療の状況や事後の指導その他必要な事項について

も記録する。 

（８）その他の留意事項 

歯周疾患検診は、疾病の発見のみならず、検診の実施により健康自立への意識を高

揚させ、実践へ結びつけることにより快適な高齢期を迎えることを目的とするもので

あり、さらに必要に応じて生活習慣の改善を行うことが発症予防及び重症化予防を進

める上で重要であることから、健康教育、健康相談及び訪問指導等他の保健事業や介

護予防事業等と有機的な連携を図ることにより、適切な指導等が継続して行われるよ

う配慮する。 

 

３ 骨粗鬆症検診 



19 
 

（１）目的 

骨粗鬆症は骨折等の基礎疾患となり、高齢社会の進展によりその増加が予想される

ことから、早期に骨量減少者を発見し、骨粗鬆症を予防することを目的とする。 

（２）対象者 

当該市町村の区域内に居住地を有する40歳、45歳、50歳、55歳、60歳、65歳及び70

歳の女性を対象とする。 

（３）検診の実施 

① 検診項目 

ア 問診 

     運動習慣、食生活の内容等を聴取する。 

   イ 骨量測定 

ＣＸＤ法、ＤＩＰ法、ＳＸＡ法、ＤＸＡ法、ｐＱＣＴ法又は超音波法等により

実施する。 

  ② 実施回数 

       原則として同一人について年１回行う。 

（４）検診結果の判定 

「骨粗鬆症予防マニュアル」（厚生省）に基づき、「異常なし」、「要指導」及び「要

精検」に区分する。 

（５）指導区分・受診指導等 

それぞれの指導区分につき、次の内容の指導を行う。 

①「要指導」と区分された者 

食生活指導や運動指導等日常生活上の注意を促すとともに、生活習慣行動の改善

指導等の保健事業への参加を指導する。 

②「要精検」と区分された者 

      医療機関において精密検査を受診するよう指導する。 

（６）結果の通知 

検診の結果については、指導区分を付し、受診者に速やかに通知する。 

（７）記録の整備 

検診の記録は、氏名、年齢、住所、検診の結果並びに指導、精密検査の必要性の

有無等を記録する。また、必要に応じ、治療の状況や事後の指導その他必要な事項

についても記録する。 

（８）その他の留意事項 

骨粗鬆症検診は、疾病の発見のみならず、検診の実施により健康自立への意識を

高揚させ、実践へ結びつけることにより快適な高齢期を迎えることを目的とするも

のであり、さらに必要に応じて生活習慣の改善を行うことが発症予防及び重症化予

防を進める上で重要であることから、健康教育、健康相談及び訪問指導等他の保健



20 
 

事業や介護予防事業等と有機的な連携を図ることにより、適切な指導等が継続して

行われるよう配慮する。 

 

第４ その他 

本通知に基づく事業（がん検診を除く。）に要する経費については、別に定める感染症

予防事業費等国庫負担（補助）金交付要綱に基づいて予算の範囲内で国庫補助を行うも

のとする。 
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労働衛生対策 

 

労働安全衛生法（昭和 47年法律第 57 号）（抄） 

（目的）  

第１条 この法律は、労働基準法 （昭和 22 年法律第 49 号）と相まつて、労働災害の防止

のための危害防止基準の確立、責任体制の明確化及び自主的活動の促進の措置を講ずる

等その防止に関する総合的計画的な対策を推進することにより職場における労働者の安

全と健康を確保するとともに、快適な職場環境の形成を促進することを目的とする。 

 

（健康診断）  

第 66 条 事業者は、労働者に対し、厚生労働省令で定めるところにより、医師による健康

診断を行なわなければならない。  

２～４ （略） 

５ 労働者は、前各項の規定により事業者が行なう健康診断を受けなければならない。た

だし、事業者の指定した医師又は歯科医師が行なう健康診断を受けることを希望しない

場合において、他の医師又は歯科医師の行なうこれらの規定による健康診断に相当する

健康診断を受け、その結果を証明する書面を事業者に提出したときは、この限りでない。 

 

（保健指導等）  

第 66 条の７ 事業者は、第 66条第１項の規定による健康診断若しくは当該健康診断に係

る同条第５項ただし書の規定による健康診断又は第 66 条の２の規定による健康診断の結

果、特に健康の保持に努める必要があると認める労働者に対し、医師又は保健師による

保健指導を行うように努めなければならない。  

２ 労働者は、前条の規定により通知された健康診断の結果及び前項の規定による保健指

導を利用して、その健康の保持に努めるものとする。  

 

第 120 条 次の各号のいずれかに該当する者は、50 万円以下の罰金に処する。  

一 第十条第一項、第十一条第一項、第十二条第一項、第十三条第一項、第十五条第一

項、第三項若しくは第四項、第十五条の二第一項、第十六条第一項、第十七条第一項、

第十八条第一項、第二十五条の二第二項（第三十条の三第五項において準用する場合

を含む。）、第二十六条、第三十条第一項若しくは第四項、第三十条の二第一項若し

くは第四項、第三十二条第一項から第六項まで、第三十三条第三項、第四十条第二項、

第四十四条第五項、第四十四条の二第六項、第四十五条第一項若しくは第二項、第五

十七条の三第一項、第五十九条第一項（同条第二項において準用する場合を含む。）、

第六十一条第二項、第六十六条第一項から第三項まで、第六十六条の三、第六十六条

の六、第八十七条第六項、第八十八条第一項から第四項まで、第百一条第一項又は第

百三条第一項の規定に違反した者  

二 第十一条第二項（第十二条第二項及び第十五条の二第二項において準用する場合を

含む。）、第五十七条の四第一項、第六十五条第五項、第六十六条第四項、第九十八

条第二項又は第九十九条第二項の規定による命令又は指示に違反した者 

 

 

労働安全衛生規則（昭和 47 年労働省令第 32号）（抄） 

（定期健康診断）  

第 44 条 事業者は、常時使用する労働者（第 45条第１項に規定する労働者を除く。）に

対し、一年以内ごとに一回、定期に、次の項目について医師による健康診断を行わなけ

ればならない。  
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一 既往歴及び業務歴の調査  

二 自覚症状及び他覚症状の有無の検査  

三 身長、体重、腹囲、視力及び聴力の検査  

四 胸部エックス線検査及び喀痰検査  

五 血圧の測定  

六 貧血検査  

七 肝機能検査  

八 血中脂質検査  

九 血糖検査  

十 尿検査  

十一 心電図検査  

２～４ （略）  
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医療保険による保健事業 

 

健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）（抄） 

（目的）  

第１条 この法律は、労働者又はその被扶養者の業務災害（労働者災害補償保険法（昭和

22 年法律第 50号）第７条第１項第１号に規定する業務災害をいう。）以外の疾病、負傷

若しくは死亡又は出産に関して保険給付を行い、もって国民の生活の安定と福祉の向上

に寄与することを目的とする。 

 

（基本的理念）  

第２条 健康保険制度については、これが医療保険制度の基本をなすものであることにか

んがみ、高齢化の進展、疾病構造の変化、社会経済情勢の変化等に対応し、その他の医

療保険制度及び後期高齢者医療制度並びにこれらに密接に関連する制度と併せてその在

り方に関して常に検討が加えられ、その結果に基づき、医療保険の運営の効率化、給付

の内容及び費用の負担の適正化並びに国民が受ける医療の質の向上を総合的に図りつつ、

実施されなければならない。 

 

第 150 条 保険者は、高齢者の医療の確保に関する法律第 20 条の規定による特定健康診査

及び同法第 24条の規定による特定保健指導（以下この項及び第 154 条の２において「特

定健康診査等」という。）を行うものとするほか、特定健康診査等以外の事業であって、

健康教育、健康相談、健康診査その他の被保険者及びその被扶養者（以下この条におい

て「被保険者等」という。）の健康の保持増進のために必要な事業を行うように努めな

ければならない。  

 

 

国民健康保険法（大正 11年法律第 70 号）（抄） 

（この法律の目的）  

第１条 この法律は、国民健康保険事業の健全な運営を確保し、もつて社会保障及び国民

保健の向上に寄与することを目的とする。  

 

第 82 条 保険者は、特定健康診査等を行うものとするほか、これらの事業以外の事業であ

って、健康教育、健康相談、健康診査その他の被保険者の健康の保持増進のために必要

な事業を行うように努めなければならない。  
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高齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57年法律第 80号）（抄） 

（目的）  

第１条 この法律は、国民の高齢期における適切な医療の確保を図るため、医療費の適正

化を推進するための計画の作成及び保険者による健康診査等の実施に関する措置を講ず

るとともに、高齢者の医療について、国民の共同連帯の理念等に基づき、前期高齢者に

係る保険者間の費用負担の調整、後期高齢者に対する適切な医療の給付等を行うために

必要な制度を設け、もつて国民保健の向上及び高齢者の福祉の増進を図ることを目的と

する。  

 

（基本的理念）  

第２条 国民は、自助と連帯の精神に基づき、自ら加齢に伴つて生ずる心身の変化を自覚

して常に健康の保持増進に努めるとともに、高齢者の医療に要する費用を公平に負担す

るものとする。  

２ 国民は、年齢、心身の状況等に応じ、職域若しくは地域又は家庭において、高齢期に

おける健康の保持を図るための適切な保健サービスを受ける機会を与えられるものとす

る。  

 

（特定健康診査）  

第 20 条 保険者は、特定健康診査等実施計画に基づき、厚生労働省令で定めるところによ

り、四十歳以上の加入者に対し、特定健康診査を行うものとする。ただし、加入者が特

定健康診査に相当する健康診査を受け、その結果を証明する書面の提出を受けたとき、

又は第二十六条第二項の規定により特定健康診査に関する記録の送付を受けたときは、

この限りでない。 

 

（特定保健指導）  

第 24 条 保険者は、特定健康診査等実施計画に基づき、厚生労働省令で定めるところによ

り、特定保健指導を行うものとする。  

 

（健康診査等指針との調和）  

第 31 条 第十八条第一項、第二十条、第二十一条第一項、第二十二条から第二十五条まで、

第二十六条第二項、第二十七条第二項及び第三項並びに第二十八条に規定する厚生労働

省令は、健康増進法第九条第一項 に規定する健康診査等指針と調和が保たれたものでな

ければならない。 

 

第 125 条 後期高齢者医療広域連合は、健康教育、健康相談、健康診査その他の被保険者

の健康の保持増進のために必要な事業を行うように努めなければならない。  
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２ 後期高齢者医療広域連合は、被保険者の療養のために必要な用具の貸付けその他の被

保険者の療養環境の向上のために必要な事業、後期高齢者医療給付のために必要な事業、

被保険者の療養のための費用に係る資金の貸付けその他の必要な事業を行うことができ

る。  

３ 厚生労働大臣は、第１項の規定により後期高齢者医療広域連合が行う健康の保持増進

のために必要な事業に関して、その適切かつ有効な実施を図るために必要な指針を公表

するものとする。  

４ 前項の指針は、健康増進法第９条第１項に規定する健康診査等指針と調和が保たれた

ものでなければならない。 
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母子保健 

 

母子保健法（昭和 40 年法律第 141 号） 

（目的）  

第１条 この法律は、母性並びに乳児及び幼児の健康の保持及び増進を図るため、母子保

健に関する原理を明らかにするとともに、母性並びに乳児及び幼児に対する保健指導、

健康診査、医療その他の措置を講じ、もつて国民保健の向上に寄与することを目的とす

る。 

 

（健康診査） 

第 12条 市町村は、次に掲げる者に対し、厚生労働省令の定めるところにより、健康診査

を行わなければならない。  

一 満１歳６か月を超え満２歳に達しない幼児  

二 満３歳を超え満４歳に達しない幼児  

２ 前項の厚生労働省令は、健康増進法（平成 14年法律第 103 号）第９条第一項 に規定

する健康診査等指針（第 16 条第４項において単に「健康診査等指針」という。）と調和

が保たれたものでなければならない。 

第 13条 前条の健康診査のほか、市町村は、必要に応じ、妊産婦又は乳児若しくは幼児に

対して、健康診査を行い、又は健康診査を受けることを勧奨しなければならない。  

２ 厚生労働大臣は、前項の規定による妊婦に対する健康診査についての望ましい基準を

定めるものとする。 

 

（母子健康手帳）  

第 16 条 市町村は、妊娠の届出をした者に対して、母子健康手帳を交付しなければならな

い。  

２ 妊産婦は、医師、歯科医師、助産師又は保健師について、健康診査又は保健指導を受

けたときは、その都度、母子健康手帳に必要な事項の記載を受けなければならない。乳

児又は幼児の健康診査又は保健指導を受けた当該乳児又は幼児の保護者についても、同

様とする。  

３ 母子健康手帳の様式は、厚生労働省令で定める。  

４ 前項の厚生労働省令は、健康診査等指針と調和が保たれたものでなければならない。 
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母子保健法施行規則（昭和 40年厚生省令第 55 号）（抄） 

（健康診査）  

第２条 母子保健法 （昭和 40年法律第 141 号。以下「法」という。）第 12条の規定によ

る満一歳六か月を超え満二歳に達しない幼児に対する健康診査は、次の各号に掲げる項

目について行うものとする。  

一  身体発育状況  

二  栄養状態  

三  脊柱及び胸郭の疾病及び異常の有無  

四  皮膚の疾病の有無  

五  歯及び口腔の疾病及び異常の有無  

六  四肢運動障害の有無  

七  精神発達の状況  

八  言語障害の有無  

九  予防接種の実施状況  

十  育児上問題となる事項  

十一  その他の疾病及び異常の有無  

２  法第十二条 の規定による満三歳を超え満四歳に達しない幼児に対する健康診査は、

次の各号に掲げる項目について行うものとする。  

一  身体発育状況  

二  栄養状態  

三  脊柱及び胸郭の疾病及び異常の有無  

四  皮膚の疾病の有無  

五  眼の疾病及び異常の有無  

六  耳、鼻及び咽頭の疾病及び異常の有無  

七  歯及び口腔の疾病及び異常の有無  

八  四肢運動障害の有無  

九  精神発達の状況  

十  言語障害の有無  

十一  予防接種の実施状況  

十二  育児上問題となる事項  

十三  その他の疾病及び異常の有無 
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学校保健 

 

学校保健法（昭和 33 年法律第 56 号）（抄） 

（目的）  

第１条 この法律は、学校における児童生徒等及び職員の健康の保持増進を図るため、学

校における保健管理に関し必要な事項を定めるとともに、学校における教育活動が安全な

環境において実施され、児童生徒等の安全の確保が図られるよう、学校における安全管理

に関し必要な事項を定め、もつて学校教育の円滑な実施とその成果の確保に資することを

目的とする。  

 

（学校保健に関する学校の設置者の責務） 

第４条 学校の設置者は、その設置する学校の児童生徒等及び職員の心身の健康の保持増

進を図るため、当該学校の施設及び設備並びに管理運営体制の整備充実その他の必要な

措置を講ずるよう努めるものとする。  

 

（学校環境衛生基準） 

第６条 文部科学大臣は、学校における換気、採光、照明、保温、清潔保持その他環境衛

生に係る事項（学校給食法（昭和 29 年法律第 160 号）第９条第１項（夜間課程を置く高

等学校における学校給食に関する法律（昭和 31年法律第 157 号）第７条及び特別支援学

校の幼稚部及び高等部における学校給食に関する法律（昭和 32年法律第 118 号）第６条 

において準用する場合を含む。）に規定する事項を除く。）について、児童生徒等及び

職員の健康を保護する上で維持されることが望ましい基準（以下この条において「学校

環境衛生基準」という。）を定めるものとする。  

２ 学校の設置者は、学校環境衛生基準に照らしてその設置する学校の適切な環境の維持

に努めなければならない。 

３ 校長は、学校環境衛生基準に照らし、学校の環境衛生に関し適正を欠く事項があると

認めた場合には、遅滞なく、その改善のために必要な措置を講じ、又は当該措置を講ず

ることができないときは、当該学校の設置者に対し、その旨を申し出るものとする。 

 

（健康相談） 

第８条 学校においては、児童生徒等の心身の健康に関し、健康相談を行うものとする。 

 

 

  



29 
 

共済における福祉事業 

 

私立学校教職員共済法（昭和 28 年法律第 245 号）（抄） 

（福祉事業）  

第 26 条 事業団は、加入者の福祉を増進するため、次に掲げる福利及び厚生に関する事業

を行う。  

一 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和 57年法律第 80号）第 20 条の規定による特

定健康診査及び同法第 24条の規定による特定保健指導（以下この号及び第 35 条第３

項において「特定健康診査等」という。）並びに特定健康診査等以外の事業であって

加入者及びその被扶養者の健康教育、健康相談、健康診査その他の健康の保持増進の

ための必要な事業  

二 加入者の保養若しくは宿泊又は教養のための施設の経営  

三 加入者の利用に供する財産の取得、管理又は貸付け  

四 加入者の貯金の受入れ又はその運用  

五 加入者の臨時の支出に対する貸付け  

六 加入者の需要する生活必需物資の供給  

七 その他加入者の福祉の増進に資する事業で共済規程で定めるもの  

２ 事業団は、加入者であつた者の福祉を増進するため、前項各号に掲げる事業に準ずる

事業であつて政令で定めるものを行うことができる。  

３ 文部科学大臣は、第１項第１号の規定により事業団が行う健康の保持増進のために必

要な事業に関して、その適切かつ有効な実施を図るため必要な指針を公表するものとす

る。  

４ 前項の指針は、健康増進法（平成 14 年法律第 103 号）第９条第１項に規定する健康診

査等指針と調和が保たれたものでなければならない。 

 

 

国家公務員共済組合法（昭和 33 年法律第 128 号）（抄） 

（福祉事業）  

第 98 条 組合又は連合会の行う福祉事業は、次に掲げる事業とする。  

一 組合員及びその被扶養者の健康教育、健康相談、健康診査その他の健康の保持増進

のための必要な事業（次号に掲げるものを除く。）  

一の二 高齢者の医療の確保に関する法律第 20 条の規定による特定健康診査及び同法第

24 条の規定による特定保健指導（第 99条の 2 において「特定健康診査等」という。）  

二 組合員の保養若しくは宿泊又は教養のための施設の経営  

三 組合員の利用に供する財産の取得、管理又は貸付け  

四 組合員の貯金の受入れ又はその運用  



30 
 

五 組合員の臨時の支出に対する貸付け  

六 組合員の需要する生活必需物資の供給  

七 その他組合員の福祉の増進に資する事業で定款で定めるもの  

八 前各号に掲げる事業に附帯する事業  

２ 財務大臣は、前項第１号の規定により組合又は連合会が行う健康の保持増進のために

必要な事業に関して、その適切かつ有効な実施を図るため必要な指針を公表するものと

する。  

３ 前項の指針は、健康増進法（平成 14 年法律第 103 号）第９条第１項に規定する健康診

査等指針と調和が保たれたものでなければならない。 

 

 

地方公務員等共済組合法（昭和 37年法律第 152 号）（抄） 

（福祉事業）  

第 112 条 組合（市町村連合会を含む。以下この条において同じ。）は、組合員の福祉の

増進に資するため、次に掲げる事業を行うことができる。  

一 組合員及びその被扶養者の健康教育、健康相談、健康診査その他の健康の保持増進

のための必要な事業（次条に規定するものを除く。）  

一の二 組合員の保健、保養若しくは宿泊又は教養のための施設の経営  

二 組合員の利用に供する財産の取得、管理又は貸付け  

三 組合員の貯金の受入れ又はその運用  

四 組合員の臨時の支出に対する貸付け  

五 組合員の需要する生活必需物資の供給  

六 その他組合員の福祉の増進に資する事業で定款で定めるもの  

２ 組合は、前項各号に掲げる事業を行うに当たっては、他の組合と共同して行う等組合

員の福祉を増進するための事業が総合的に行われるように努めなければならない。  

３ 主務大臣は、第１項第１号の規定により組合が行う健康の保持増進のために必要な事

業に関して、その適切かつ有効な実施を図るため必要な指針を公表するものとする。  

４ 前項の指針は、健康増進法（平成 14 年法律第 103 号）第９条第１項に規定する健康診

査等指針と調和が保たれたものでなければならない。  

５ 主務大臣は、第３項の指針を定めるときは、あらかじめ、総務大臣に協議しなければ

ならない。 

 

 


